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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 
  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載
しておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資損益については、第31期に関連会社株式の取得価額の全額を減損処理しており、上記期間に
おいては、持分法を適用した場合の投資損益は零であります。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、新株予約権を発行しておりますが、１株当たり中間(当期)
純損失が計上されているため記載しておりません。 

４ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第34期中間期 第35期中間期 第36期中間期 第34期 第35期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 2,922,475 2,947,878 2,813,502 8,425,386 7,386,577

経常損益 (千円) △528,820 △314,544 △36,451 △106,446 136,067

中間（当期）純損益 (千円) △550,076 △2,967,547 △62,186 △123,842 △2,514,958

持分法を適用した場合の 
投資損益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,266,921 1,266,921 1,266,921 1,266,921 1,266,921

発行済株式総数 (千株) 7,716 7,716 7,716 7,716 7,716

純資産額 (千円) 2,918,938 376,417 751,063 3,349,904 818,064

総資産額 (千円) 10,893,073 7,201,269 6,055,967 11,537,658 6,358,192

１株当たり純資産額 (円) 379.15 48.93 97.69 435.36 106.36

１株当たり中間 
（当期）純損益 

(円) △71.44 △385.73 △8.08 △16.08 △326.93

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
（年間）配当額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.8 5.2 12.4 29.0 12.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △902,125 △574,318 △370,428 43,064 66,630

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △45,982 △9,361 154,349 △32,854 690,139

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 815,800 △24,474 220,968 △15,820 △1,350,865

現金及び現金同等物 
の中間期末（期末）残高 

(千円) 611,981 130,524 149,472 738,678 144,583

従業員数 (人) 260 243 206 260 221



２ 【事業の内容】 

連結子会社はありません。 

また、当社及び関係会社（関連会社１社）の事業内容については、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数（人） 206 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当上半期におけるわが国経済は、世界的な原油高の影響など懸念材料はあるものの、企業収益の改善、堅調な

設備投資などを背景に、景気はようやく踊り場を脱し緩やかな回復傾向にあります。しかし、建設業界において

は、民間の設備投資は回復傾向にあるものの、公共投資の減少傾向などから、厳しい市場環境が続いておりま

す。 

当社はこのような厳しい状況を打破し、黒字体質への転換を図るために、経営方針として「新しい商流の確

立」・「価格戦略の見直し」・「コストの削減」を掲げ、収益構造の改善に努めてまいりました。当上半期にお

いては、販売単価の値上げ浸透、低採算物件の受注見直しのほか、昨年実施した減損会計及び不稼動資産の売却

によるコスト低減、徹底した経費削減を実施してまいりました。 

この結果、当中間期の売上高は2,813,502千円（前年同期比4.5％減）となりました。その内訳は製品売上高が

1,868,309千円（前年同期比0.0％増）、請負工事高が945,193千円（前年同期比12.5％減）となりました。また、

損益面においては、受注単価の改善・固定費の削減等から経常損失は36,451千円（前年中間期は経常損失314,544

千円）、中間純損失は62,186千円（前年中間期は減損会計を早期適用したこと等による特別損失を計上したこと

により中間純損失2,967,547千円）となりました。 

  

  

  

  

(2) キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて4,889千円

増加し、149,472千円となっております。なお、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであ

ります。 

 当社の売上高は、上半期に比べて下半期に増加する傾向があり、それに伴い、売上債権・仕入債務の残高が事

業年度末に比べ中間会計期間末に減少します。このため、当中間会計期間の税引前中間純損失は49,117千円とな

っておりますが、売上債権の減少が269,388千円、仕入債務の減少が357,178千円となっていること、また、下半

期に増加する売上高に対応した在庫及び仕掛り工事が228,089千円増加したことを主たる要因として、営業活動に

よるキャッシュ・フローは△370,428千円となっております。なお、販売粗利益の改善、経費削減等の効果によ

り、前中間会計期間に対し営業活動によるキャッシュ・フローは203,890千円改善しております。 

また、旧静岡営業所の土地売却による収入が135,057千円あったことを主たる要因として、投資活動によるキャ

ッシュ・フローは154,349千円（前年中間期は△9,361千円）となっております。 

 財務活動によるキャッシュ・フローについては、短期借入金が借入金の返済により111,100千円減少（前年中間

期は33,800千円増加）、長期借入金が金融機関からの借入れにより332,872千円増加（前年中間期は57,700千円減

少）したことを主たる要因として、財務活動によるキャッシュ・フローは220,968千円（前年中間期は△24,474千

円）となっております。 

  

  

  

  

  

  

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

① 生産実績 

品目 金額(千円) 前年同期比(％) 

製品   



(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 製品の生産実績には、請負工事に使用された当社製品の生産実績を含んでおります。 

３ 請負工事の( )内は内数で、請負工事に使用された当社製品の使用高を販売価格で表示しており、一部仕入製品を含んで

おります。 

  

② 製品仕入実績 

(注) １ 金額は仕入価格によっております。 

２ 上記製品仕入は、屋根・壁等の施工時に使用される当社付属製品(バックアップ材、野地材、軒先唐草等)の一部でありま

す。 

３ 製品仕入実績には、請負工事に使用された製品を一部含んでおります。 

  

 金属横葺屋根製品 586,777 △ 6.2 

 金属縦葺屋根製品 739,486 △ 2.1 

 その他屋根製品 310,661 ＋164.0 

 その他製品 440,131 ＋ 14.5 

計 2,077,056 ＋ 10.3 

請負工事 
(515,179)
1,116,380 

(＋ 49.9)
△ 0.1 

品目 金額(千円) 前年同期比(％) 

金属横葺屋根製品 19,638 △ 36.2 

金属縦葺屋根製品 21,514 △ 50.4 

その他屋根製品 40,694 ＋116.4 

その他製品 249,730 △ 0.1 

計 331,578 △ 3.3 



(2) 受注状況 

(注) 金額は販売価格によっております。 

  

(3) 販売実績 

(注) １ 当社の売上高は、最終ユーザーの設備投資等の状況により、事業年度の上半期に発生する売上高に比し、下半期に発生す

る売上高が著しく増加する傾向にあります。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

対処すべき課題の重要な変更等はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

品目 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

製品    

 金属横葺屋根製品 486,230 △ 12.5 83,605 ＋ 23.5 

 金属縦葺屋根製品 615,759 △ 10.0 74,420 △ 14.9 

 その他屋根製品 231,493 ＋127.4 15,057 ＋ 63.8 

 その他製品 548,104 ＋ 2.5 73,574 ＋ 7.9 

小計 1,881,587 ＋ 0.2 246,658 ＋ 6.0 

請負工事 1,338,318 ＋ 1.0 1,272,673 ＋ 26.5 

合計 3,219,905 ＋ 0.6 1,519,331 ＋ 22.7 

品目 金額(千円) 前年同期比(％) 

製品   

 金属横葺屋根製品 465,788 △ 14.6 

 金属縦葺屋根製品 588,240 △ 11.4 

 その他屋根製品 274,509 ＋145.4 

 その他製品 539,770 △ 0.9 

小計 1,868,309 ＋ 0.0 

請負工事 945,193 △ 12.5 

合計 2,813,502 △ 4.5 

相手先 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

綿半鋼機㈱ 288,218 9.7 235,337 8.3



５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動には、発明研究と基礎研究開発、製品化のための応用研究開発及び既存製品のための改良

研究開発があり、主に技術開発課（平成17年９月30日現在７名）と白州技術センター（平成17年９月30日現在２

名）が連携して担当しております。 

当中間会計期間における研究開発費の総額は28,729千円であります。なお、当社は社内研究が主であり、担当

者が複数の案件に携わっているため、研究開発内容別の費用算出が困難であり、記載を省略しております。 

なお、研究開発内容別の研究目的、主要課題及び研究成果については次のとおりであります。 

（1）横葺屋根の研究開発 

当期第１四半期（４－６月）に、強度・水密性・意匠性を向上させた高級横葺屋根製品（ＧＲ－850）の研

究開発を終了し、販売を開始しました。既に複数の案件を受注しており、10月には最初の物件の施工を予定

しております。 

当期第２四半期（７－９月）には、昨年度開発しました住宅向けローコスト横葺屋根製品（Ｆ－240）のジ

ョイント部の構造、形状及び製造方法の見直しを行い、コストダウンを図った工法の設計を終了し、10月以

降の出荷に向け生産準備をしております。 

なお、現在は当社既存の高級横葺屋根製品（ＢＲ－10）に対しても、他社との一層の差別化を図るため、

強度・水密性ならびにコストダウンを図る改良設計を来期の市場投入に向けて研究中であります。 

（2）縦葺屋根の研究開発 

当期第２四半期（７－９月）に、嵌合式折板（Ｇ－170）の役物用部品の設計を終了し、１月以降の出荷に

向けた生産準備をしております。これら周辺部品を充実させることで市場での競争力の向上、施工の規格化

が可能になります。 

また、屋根の熱伸縮により発生する金属材料特有の音を軽減することが可能な折板屋根の吊子の研究開発

に着手し、来期以降の市場投入に向け検討を進めております。 

（3）屋根一体型太陽電池の研究開発 

多様化する太陽光発電モジュールに対応し、より低価格でかつ水密性を向上させ、メンテナンスも容易な

屋根一体型太陽電池の研究開発に着手し、２月以降の市場投入に向け検討を進めております。 

また、屋根材と太陽電池モジュールの一体化方法、接合材料の構成、接合方法、生産設備などについても

継続して研究を行っております。 

（4）既存屋根改修工法の研究開発 

既存横葺屋根の改修製品として、働き幅可変式屋根のバッキング改修工法を開発しました。働き幅が可変

することにより、これまで以上に多様な屋根の改修が可能になり、またバッキング工法が可能になったこと

で、棟側から施工を始められますので、施工を終えた部分に作業者が乗ることによる屋根面への負担がなく

なります。 

（5）金属屋根の性能に関する研究開発 

当期第２四半期（７－９月）にローコスト製品の防耐火性能試験を実施し、合格いたしました。今年度中

には30分耐火構造として認定される見込みであります。 

また、横葺屋根製品（ＧＲ－850、ＢＲ－10ＢＫ、元旦一文字Ｓ）の耐風圧性能試験を実施し、既存製品を

上回る性能を有することが確認されました。 

これらの高い評価を得ることで他社との差別化を図り、市場競争力の向上につなげてまいります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、生産能力に重要な影響をおよぼす設備の異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

(注) 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は

含んでおりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成14年６月27日定時株主総会決議 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 29,160,000

計 29,160,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,716,063 7,716,063
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 7,716,063 7,716,063 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 72 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 72,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり   512 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日
至 平成19年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格    512
資本組入額    256 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権者は、本新株予
約権の行使時において、当社
の取締役及び使用人の地位に
あることを要する。 
 新株予約権者の相続人によ
る本新株予約権の行使は認め
ないこととする。 
 各新株予約権の一部行使は
できないこととする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要
するものとする。 

同左 



(注) １ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株予約権発行予定数から、退職等

の事由により被付与者が権利を喪失した新株予約権の数を減じております。 

２ 発行日以降、以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整することとしております。 

① 当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げる。 

② 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使の場合

を除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

  なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した

数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとす

る。 

③ 当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、

資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するものとする。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(注) 資本準備金の減少額は、欠損填補による取崩であります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１

分割・併合の比率

  
  
調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

時価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年６月29日 － 7,716,063 － 1,266,921 △2,072,999 －

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

舩木 元旦 神奈川県藤沢市亀井野403 1,986 25.74

舩木商事有限会社 神奈川県藤沢市亀井野403 724 9.38

舩木 清子 神奈川県藤沢市亀井野403 631 8.18

全国元旦代理店持株会 神奈川県藤沢市湘南台1-1-21 329 4.26

元旦ビューティ工業株式会社 
従業員持株会 

神奈川県藤沢市湘南台1-1-21 324 4.20

関東甲信越元旦会持株会 神奈川県藤沢市湘南台1-1-21 311 4.03

日鉄鋼板株式会社 東京都江東区東陽7-5-8 251 3.25

元旦取引先持株会 神奈川県藤沢市湘南台1-1-21 238 3.09

東北北海道元旦会持株会 神奈川県藤沢市湘南台1-1-21 174 2.26

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい3-1-1 165 2.13

計 ― 5,135 66.56



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれておりません。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  28,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式7,638,000 7,631 ― 

単元未満株式 普通株式  50,063 ― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 7,716,063 ― ― 

総株主の議決権 ― 7,631 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

元旦ビューティ工業 
株式会社 

神奈川県藤沢市湘南台 
１－１－21 

28,000 － 28,000 0.36

計 ― 28,000 － 28,000 0.36

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 240 289 277 280 280 496

最低(円) 210 231 238 257 262 265



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)及び

当中間会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間

監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社を有していないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   143,493   162,443 157,553   

２ 受取手形 ※２ 103,783   264,462 294,828   

３ 売掛金   815,222   753,292 747,922   

４ 完成工事未収入金   444,958   273,872 528,141   

５ たな卸資産   833,572   817,622 589,532   

６ その他   124,231   167,312 158,097   

  貸倒引当金   △9,774   △10,846 △11,005   

流動資産合計    2,455,486 34.1 2,428,160 40.1   2,465,070 38.8

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産          

１ 建物 ※1,2 1,317,811   940,431 983,786   

２ 機械装置 ※1,2 517,873   448,088 456,312   

３ 土地 ※2,3 2,339,199   1,801,976 1,960,479   

４ その他 ※1,2 164,314   150,050 151,645   

有形固定資産合計    4,339,198 (60.2) 3,340,547 (55.1)   3,552,223 (55.9)

(2) 無形固定資産    70,927 (1.0) 40,501 (0.7)   53,934 (0.8)

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券 ※２ 172,281   103,441 136,521   

２ その他   439,364   413,245 410,479   

  貸倒引当金   △275,988   △269,928 △260,038   

投資その他の資産 
合計    335,656 (4.7) 246,758 (4.1)   286,963 (4.5)

固定資産合計    4,745,782 65.9 3,627,807 59.9   3,893,121 61.2

資産合計    7,201,269 100.0 6,055,967 100.0   6,358,192 100.0

           



  

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   1,112,068   834,098 1,144,063   

２ 買掛金   276,256   249,756 264,077   

３ 工事未払金   196,147   196,967 229,861   

４ 短期借入金 ※２ 2,244,932   1,568,444 1,617,944   

５ 未払法人税等   20,236   17,157 37,480   

６ 製品保証引当金   42,254   25,395 25,854   

７ その他   302,129   234,561 298,701   

流動負債合計    4,194,023 58.3 3,126,379 51.6   3,617,981 56.9

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 2,308,178   1,880,362 1,609,090   

２ 退職給付引当金   263,491   268,238 270,921   

３ その他   59,158   29,923 42,135   

固定負債合計    2,630,828 36.5 2,178,524 36.0   1,922,146 30.2

負債合計    6,824,852 94.8 5,304,904 87.6   5,540,127 87.1

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,266,921 17.6 1,266,921 20.9   1,266,921 19.9

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   2,072,999   ― 2,072,999   

資本剰余金合計    2,072,999 28.8 ― ―   2,072,999 32.6

Ⅲ 利益剰余金          

１ 中間(当期) 
  未処理損失   2,967,547   504,146 2,514,958   

利益剰余金合計    △2,967,547 △41.2 △504,146 △8.3   △2,514,958 △39.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    14,750 0.2 113 0.0   4,124 0.1

Ⅴ 自己株式    △10,705 △0.2 △11,824 △0.2   △11,021 △0.2

資本合計    376,417 5.2 751,063 12.4   818,064 12.9

負債・資本合計    7,201,269 100.0 6,055,967 100.0   6,358,192 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 2,947,878 100.0 2,813,502 100.0 7,386,577 100.0

Ⅱ 売上原価 2,214,524 75.1 1,882,095 66.9 5,221,711 70.7

  売上総利益 733,354 24.9 931,407 33.1 2,164,866 29.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 974,921 33.1 917,766 32.6 1,881,905 25.5

  営業利益 ― ― 13,640 0.5 282,961 3.8

  営業損失 241,567 8.2 ― ― ― ―

Ⅳ 営業外収益 ※１ 10,171 0.3 16,204 0.6 25,097 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 83,148 2.8 66,297 2.4 171,992 2.3

  経常利益 ― ― ― ― 136,067 1.8

  経常損失 314,544 10.7 36,451 1.3 ― ―

Ⅵ 特別利益 ※３ 22,901 0.8 30,942 1.1 76,097 1.0

Ⅶ 特別損失 ※4.5 2,661,336 90.3 43,607 1.5 2,699,170 36.5

  税引前中間(当期)純損失 2,952,978 100.2 49,117 1.7 2,487,006 33.7

  住民税 14,568 0.5 13,069 0.5 27,952 0.3

  中間(当期)純損失 2,967,547 100.7 62,186 2.2 2,514,958 34.0

  前期繰越損失 ― 441,959 ― 

  中間(当期)未処理損失 2,967,547 504,146 2,514,958 

      



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純損失  △2,952,978 △49,117 △2,487,006

減価償却費  161,249 106,068 295,728

貸倒引当金の増加額 
(△減少額) 

 △24,752 9,730 △39,472

退職給付引当金の増加額 
(△減少額) 

 6,227 △2,682 13,656

製品保証引当金の増加額 
(△減少額) 

 127 △459 △16,273

受取利息及び受取配当金  △2,748 △2,315 △3,610

支払利息  59,112 48,726 115,410

有形固定資産売却益  － △10,234 △18,555

有形固定資産売却損  － 8,172 589,598

有形固定資産除却損  81,039 946 84,075

土地寄付額  － 33,680 －

たな卸資産評価損  221,940 － 232,902

固定資産評価損  596,923 － －

特許権評価損  59,523 － 59,523

リース資産除却損  52,946 － 51,675

減損損失  1,646,962 － 1,679,395

売上債権の減少額  945,265 269,388 731,893

たな卸資産の減少額 
(△増加額) 

 △72,802 △228,089 160,276

仕入債務の減少額  △1,384,879 △357,178 △1,331,349

その他  113,479 △120,903 88,512

小計  △493,362 △294,269 206,382

利息及び配当金の受取額  2,586 2,344 3,470

利息の支払額  △59,595 △50,579 △113,267

法人税等の支払額  △23,946 △27,924 △29,954

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △574,318 △370,428 66,630



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得による 
支出 

 △13,632 △16,863 △71,165

有形固定資産の売却による 
収入 

 － 135,057 683,221

投資有価証券の売却による 
収入 

 － 31,191 49,430

貸付金の回収による収入  9,296 10,340 21,120

その他  △5,025 △5,376 7,533

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △9,361 154,349 690,139

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入れによる収入  950,000 950,000 1,850,000

短期借入金の返済による 
支出 

 △916,200 △1,061,100 △2,267,600

長期借入れによる収入  540,000 1,060,000 870,000

長期借入金の返済による 
支出 

 △597,700 △727,128 △1,802,376

自己株式取得による支出  △574 △803 △889

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △24,474 220,968 △1,350,865

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 
（△減少額） 

 △608,154 4,889 △594,094

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 738,678 144,583 738,678

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※ 130,524 149,472 144,583

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 当社は建設市況の低迷に伴う受注

環境の悪化から、売上高が減少傾向

にあり、平成12年３月期より５期連

続で当期純損失を計上しておりま

す。また、当中間会計期間において

も、「固定資産の減損に係る会計基

準」を早期適用したこと等により、

2,967,547千円の中間純損失を計上

しております。したがって当社には

当該状況により、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しておりま

す。 

 当社としてはこうした状況を打破

し、黒字体質への転換を図るため、

前事業年度において経営方針として

「新しい商流の確立」・「価格戦略

の見直し」・「コストの削減」を掲

げました。 

 上記経営方針を踏まえ、当中間会

計期間においては、平成16年７月に

環境事業の生産拠点であった静岡工

場を閉鎖し、経営資源を金属屋根事

業に集中させたほか、引き続き人件

費、支払家賃及び広告宣伝費等の経

費の削減を実行してまいりました。 

 この結果、当中間会計期間の売上

高 は 2,947,878 千 円 ( 前 年 同 期

2,922,475千円)、経常損失は前中間

会計期間528,820千円に対し当中間

会計期間は314,544千円と改善して

おります。 

 下半期においても、本社土地建物

等の売却方針を決定しており、更な

る固定費の削減を目指し、着実に黒

字体質への転換に向けた施策を実施

していく所存であります。 

 中間財務諸表は、継続企業を前提

として作成しており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。 

―――――  当社は、前事業年度に掲げた経営

方針に基づき経営努力をした結果、

当事業年度において136,067千円の

経常利益を計上することができまし

た。しかしながら、「固定資産の減

損に係る会計基準」を早期適用した

こと等による特別損失を計上したこ

とにより、６期連続で当期純損失を

計上しております。したがって当社

には継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。 

 当事業年度においては、環境事業

の生産拠点であった静岡工場を閉鎖

し経営資源を金属屋根事業に集中さ

せたほか、固定資産の減損会計の早

期適用をはじめ、不稼動資産の処分

を進めたこと、人件費、支払家賃及

び広告宣伝費等の経費の徹底削減に

より、136,067千円の経常利益を計

上できました。このことにより、来

期以降の利益計上の基礎が確立でき

たと考えております。 

 来期につきましても、引き続き当

経営方針（新しい商流の確立・価格

戦略の見直し・コストの削減）を実

行し、売上高の増加、経常利益及び

当期純利益の獲得に向け、全社一丸

となって邁進する所存であり、目標

を達成し黒字体質への転換ができる

と確信しております。 

 財務諸表は、継続企業を前提とし

て作成しており、このような重要な

疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

  製品、原材料及び仕掛

品 

   総平均法に基づく原

価法 

(1) たな卸資産 

  製品、原材料及び仕掛

品 

同左 

(1) たな卸資産 

  製品、原材料及び仕掛

品 

同左 

    未成工事支出金 

   個別法に基づく原価

法 

  未成工事支出金 

同左 

  未成工事支出金 

同左 

  (2) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

(2) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

(2) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    当期末の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

     時価のないもの 

    移動平均法に基づ

く原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  (3) デリバティブ 

  時価法 

(3) デリバティブ 

同左 

(3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

   但し、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(附属設備を除く。)

については定額法 

   主な耐用年数 

    建物  15～38年 

    機械装置  12年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

   主な耐用年数 

    (社内における利

用可能期間) 

特許権 ８年

自社利用 
ソフトウェア 

５年

(2) 無形固定資産 

  定額法 

   主な耐用年数 

    (社内における利

用可能期間) 

自社利用
ソフトウェア

５年

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  均等償却 

   主な償却期間 ５年 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、破産更生債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 製品保証引当金 

  製品販売後の無償補修

費用の支出に充てるた

め、当中間会計期間末に

至る１年間の売上高に過

去の実績率を乗じた額を

計上しております。 

(2) 製品保証引当金 

同左 

(2) 製品保証引当金 

  製品販売後の無償補修

費用の支出に充てるた

め、売上高に過去の実績

率を乗じた額を計上して

おります。 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定

額法により翌事業年度か

ら費用処理することとし

ております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当期末において発生して

いると認められる額を計

上しております。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定

額法により翌事業年度か

ら費用処理することとし

ております。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法  長期借入金の一部につい

て、取締役会決議に基づき

将来の金利上昇リスクを軽

減する目的で金利スワップ

取引及び金利キャップ取引

を行っております。当該デ

リバティブ取引について

は、財務部が実行管理を行

い、金利スワップの特例処

理の要件を満たす金利スワ

ップ取引については、当該

特例処理(金利スワップを

時価評価せずに当該金利ス

ワップに係る金銭の受払の

純額を金利変換の対象とな

る負債に係る利息に加減す

る方法)を採用しておりま

す。また、特例処理の要件

を満たさない金利スワップ

取引及び金利キャップ取引

については、ヘッジ有効性

評価を行い、繰延ヘッジ処

理を採用しております。な

お、ヘッジ有効性評価につ

いて、特例処理の要件を満

たさない金利スワップ取引

に関しては、ヘッジ対象と

ヘッジ手段のキャッシュ・

フロー総額の変動額の割合

の相関関係を求めることに

より、金利キャップ取引に

関しては、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段の想定元本、契約

条件等により評価しており

ます。特例処理の要件を満

たす金利スワップ取引につ

いては、有効性の評価を省

略しております。 

同左 同左 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書上資金の範囲に含め

た現金及び現金同等物は、

手許現金及び要求払預金の

ほか、取得日から３ヶ月以

内に満期日が到来する定期

預金であります。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書上資金の範囲に含めた現

金及び現金同等物は、手許

現金及び要求払預金のほ

か、取得日から３ヶ月以内

に満期日が到来する定期預

金であります。 



  

  

会計方針の変更 
  

  

表示方法の変更 
  

追加情報 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のうえ

流動資産の「その他」に含

めて表示しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

固定資産の減損に係る会計基準 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日)及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日））が平

成16年３月31日に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用できること

になったことに伴い、当中間会計期

間から同会計基準及び同適用指針を

適用しております。これにより税引

前中間純損失は1,646,962千円増加

しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

―――――――― 固定資産の減損に係る会計基準 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日））が平

成16年３月31日に終了する事業年度

から適用できることになったことに

伴い、当事業年度から同会計基準及

び同適用指針を適用しております。

これにより税引前当期純損失は

1,679,395千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、各資産の金額から直接控除して

おります。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間貸借対照表) 

 未払住民税は、前中間期まで流動負債の「未払住民

税」として表示しておりましたが、外形標準課税制度

の導入に伴い、当中間期より流動負債の「未払法人税

等」に含めて表示しております。 

 なお、当中間期末の未払住民税の金額は14,236千円

であります。 

(中間キャッシュ・フロー計算書) 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資

産除却損」は、前中間会計期間は「その他」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区

分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている

「有形固定資産除却損」は1,848千円であります。 

―――――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 



  

次へ 

――――――――  当社は、前事業年度まで６期連続

で当期純損失を計上しており、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存

在しておりました。 

 当社としては黒字体質への転換を

図るため、「新しい商流の確立」・

「価格戦略の見直し」・「コストの

削減」を経営方針とし、販売粗利益

の確保、固定費の削減を実行してま

いりました。また、前事業年度にお

いて、「固定資産の減損に係る会計

基準」の早期適用、本社土地建物等

の売却を進めたほか、当中間会計期

間においても不稼動資産の売却を実

行し、財務体質の改善も進めてまい

りました。 

 その結果、販売価格の改善・受注

物件の採算見直し・製造固定費のコ

スト低減により、売上総利益が前年

同期に比べ198,053千円改善してお

ります。また、人件費及びその他販

売固定費の低減により、販管費が前

年同期に比べ57,154千円削減してお

り、これらの事項により当中間会計

期間の営業利益は13,640千円とな

り、前中間会計期間の営業損失

241,567千円に比べ255,207千円改善

しており、黒字体質への転換が達成

されたものと考えております。従っ

て、当中間会計期間において継続企

業の前提に関する重要な疑義は解消

したと判断しております。 

―――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

  

次へ 

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

5,613,876千円 5,256,378千円 5,190,941千円 

※２ 担保に供してい

る資産及びこれに

対応する債務 

(1) 担保に供している資産 

 ① 工場財団(工場抵当

法によるものを含む) 

  

  

 ( )内の金額は内数で、

工場抵当法によるものであ

ります。 

建物 
467,012千円
(294,374) 

機械装置
406,260 
(189,027) 

土地 160,447 

有形固定資産 
「その他」 

68,035 
(18,784) 

 計 
1,101,755千円
(502,186) 

(1) 担保に供している資産 

 ① 工場財団(工場抵当

法によるものを含む) 

  

  

 ( )内の金額は内数で、

工場抵当法によるものであ

ります。 

建物
430,543千円
(271,546) 

機械装置
365,673
(156,400) 

土地 160,447

有形固定資産
「その他」 

59,401
(16,779) 

計
1,016,065千円
(444,726) 

(1) 担保に供している資産 

 ① 工場財団(工場抵当

法によるものを含む) 

  

  

 ( )内の金額は内数で、

工場抵当法によるものであ

ります。 

建物
447,984千円
(282,468) 

機械装置
370,321 
(171,030) 

土地 160,447 

有形固定資産 
「その他」 

58,217 
(17,553) 

計
1,036,970千円
(471,052) 

   ② その他 

  

  

建物 682,222千円

土地 2,131,872 

投資有価証券 68,411 

 計 2,882,505千円

 ② その他 

  

  

受取手形 209,495千円

建物 353,742

土地 1,594,649

計 2,157,888千円

 ② その他 

  

  
  

建物 373,118千円

土地 1,753,152 

計 2,126,271千円

    

  

  

  

  

  

  

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 1,550,340千円

長期借入金 1,973,760 

 計 3,524,100千円

(注)上記のほか、担保受入

手形(貸付金等の担保と

して受入れた商業手形)

20,590千円を当社の借入

金の担保として、金融機

関に差入れております。 

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 1,044,718千円

長期借入金 1,818,830

計 2,863,548千円

  

  

  

  

  

  

  

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 1,267,282千円

長期借入金 1,316,328 

計 2,583,610千円

※３ 企業立地促進奨

励金圧縮額 

 企業立地促進奨励金によ

って取得した資産について

は、企業立地促進奨励金に

相当する下記金額を取得価

額から控除しております。 

土地 40,293千円

 企業立地促進奨励金によ

って取得した資産について

は、企業立地促進奨励金に

相当する下記金額を取得価

額から控除しております。 

土地 40,293千円

 企業立地促進奨励金によ

って取得した資産について

は、企業立地促進奨励金に

相当する下記金額を取得価

額から控除しております。 

土地 40,293千円

 ４ 手形割引高及び

手形裏書譲渡高 

受取手形割引高 

987,559千円 

受取手形裏書譲渡高 

31,500千円 

受取手形割引高 

849,152千円 

  

  

受取手形割引高 

1,767,085千円 

  

  



  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

 ５ 当座貸越契約  当座貸越契約による借入

未実行残高は次のとおりで

あります。 

借入枠 500,000千円

実行残高 500,000 

 差引 ―千円

 当座貸越契約による借入

未実行残高は次のとおりで

あります。 

借入枠 240,800千円

実行残高 240,800

差引 ―千円

 当座貸越契約による借入

未実行残高は次のとおりで

あります。 

借入枠 376,800千円

実行残高 376,800 

差引 ―千円

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のう

ち主要なもの 

受取利息 834千円 受取利息 654千円 受取利息 1,591千円

※２ 営業外費用のう

ち主要なもの 

支払利息 59,112千円 支払利息 48,726千円 支払利息 115,410千円

※３ 特別利益のうち

主要なもの 

――――― 貸倒引当金
戻入額 

11,089千円 ――――― 

  

  

  土地売却益 10,234千円

※４ 特別損失のうち

主要なもの 

減損損失 1,646,962千円

固定資産評
価損 

596,923千円

たな卸資産
評価損 

221,940千円

固定資産除
却損 

81,039千円

土地寄付額 33,680千円

  

減損損失 1,679,395千円

固定資産売
却損 

589,598千円

たな卸資産
評価損 

232,902千円

固定資産除
却損 

84,075千円

   固定資産評価損は、本社

土地建物等の売却方針を決

定したことに伴い、売却可

能価額まで評価を引き下げ

たことによるものでありま

す。 

 なお、評価損の内訳は以

下のとおりであります。 

   固定資産売却損の内訳は

以下のとおりであります。 

建物 25,444千円

機械装置 21,700千円

土地 525,000千円

有形固定資産
「その他」 

5,704千円

売却処分費用 11,748千円

  建物 66,909千円   

 
  機械装置 4,194千円

土地 524,724千円

有形固定資産
「その他」 

1,096千円



  

  

  

前へ   次へ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※５ 減損損失  当中間会計期間におい

て、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しま

した。 

―――――  当事業年度において、以

下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

    

  
 当社は事業部別にグルー

ピングを実施しており、遊

休資産については別途区分

してグルーピングしており

ます。遊休資産のうち、回

収可能価額が帳簿価額を下

回るものについては、回収

可能価額まで減額し、当該

減 少 額 を 減 損 損 失

(1,646,962千円)として特

別損失に計上しておりま

す。そ の 内 訳 は、土 地

1,263,291 千 円、建 物

337,207 千 円、そ の 他

46,463千円であります。な

お、当該資産の回収可能価

額は、正味売却可能価額に

より測定しており、不動産

鑑定士による評価額を基礎

として評価しております。 

場所 用途 種類 

神奈川県

藤 沢 市

(本社分

室) 

遊休

資産 

建物

及び

土地

等 

静岡県御

前 崎 市

(静岡工

場) 

遊休

資産 

建物

及び

土地

等 

静岡県静

岡市 

遊休

資産 
土地 

山梨県北

杜市 

遊休

資産 
土地 

熊本県八

代郡竜北

町 

遊休

資産 

土地

等 

そ の 他

(３件) 

遊休

資産 

建物

及び

土地

等 

    

  
（注）平成17年３月に売却 

 当社は事業部別にグルー

ピングを実施しており、遊

休資産については別途区分

してグルーピングしており

ます。遊休資産のうち、回

収可能価額が帳簿価額を下

回るものについては、回収

可能価額まで減額し、当該

減 少 額 を 減 損 損 失

（1,679,395千円）として

特別損失に計上しておりま

す。そ の 内 訳 は、土 地

1,295,724 千 円、建 物

337,207 千 円、そ の 他

46,463千円であります。な

お、当該資産の回収可能価

額は、正味売却可能価額よ

り測定しており、不動産鑑

定士による評価額を基礎と

して評価しております。 

場所 用途 種類 

神 奈 川

県 藤 沢

市(本社

分室) 

遊休

資産 

建物

及び

土地

等

(注) 

静 岡 県

御 前 崎

市(静岡

工場) 

遊休

資産 

建物

及び

土地

等 

静 岡 県

静岡市 

遊休

資産 
土地 

山 梨 県

北杜市 

遊休

資産 
土地 

熊 本 県

八 代 郡

竜北町 

遊休

資産 

土地

等 

そ の 他

(３件) 

遊休

資産 

建物

及び

土地

等 



  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ６ 減価償却実施額 有形固定資産 134,781千円

無形固定資産 21,885千円

有形固定資産 88,976千円

無形固定資産 15,350千円

有形固定資産 246,368千円

無形固定資産 37,838千円

 ７ 売上高の著しい

季節的変動 

 当社の売上高は、最終ユ

ーザーの設備投資等の状況

により、事業年度の上半期

に発生する売上高に比し、

下半期に発生する売上高が

著しく増加する傾向にあり

ます。 

同左 ――――― 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※ 現金及び現金同等

物と(中間)貸借対照

表科目との関係 

現金及び預金 
中間期末残高 

143,493千円

預け入れ期間 
が３ヶ月を超 
える定期預金 

12,968 

現金及び現金 
同等物中間期 
末残高 

130,524千円

現金及び預金
中間期末残高

162,443千円

預け入れ期間
が３ヶ月を超
える定期預金

12,971

現金及び現金
同等物中間期
末残高 

149,472千円

現金及び預金 
期末残高 

157,553千円

預け入れ期間 
が３ヶ月を超 
える定期預金 

12,970 

現金及び現金 
同等物期末残 
高 

144,583千円

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額
(千円)

機械装
置 9,592 5,965 3,626

有形固
定資産
「その
他」 

87,069 63,045 24,023

計 96,661 69,011 27,649

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

機械装
置 4,425 1,843 2,581

有形固
定資産
「その
他」 

60,203 44,476 15,726

計 64,628 46,320 18,308

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当

額 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円)

機械装
置 4,425 1,475 2,950

有形固
定資産
「その
他」 

54,954 37,886 17,067

計 59,380 39,361 20,018



  

  

前へ   次へ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 14,167千円

１年超 14,269 

 計 28,436千円

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 11,096千円

１年超 7,844

計 18,940千円

２ 未経過リース料期末残

高相当額 

１年内 13,042千円

１年超 7,717 

計 20,759千円

  (注) 上記の他、除却処理し

たものに係る未経過リー

ス料中間期末残高相当額

47,594千円は、貸借対照

表上流動負債の「その

他」（30,194千円）及び

固定負債の「その他」

（17,400千円）に計上し

ております。 

(注) 上記の他、除却処理し

たものに係る未経過リー

ス料中間期末残高相当額

16,383千円は、貸借対照

表上流動負債の「その

他」（14,801千円）及び

固定負債の「その他」

（1,582千円）に計上し

ております。 

(注) 上記の他、除却処理し

たものに係る未経過リー

ス料期末残高相当額

31,262千円は、貸借対照

表上流動負債の「その

他」（22,450千円）及び

固定負債の「その他」

（8,812千円）に計上し

ております。 

  ３ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 22,513千円

減価償却費相 
当額 

20,494 

支払利息相当 
額 

605 

３ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 7,253千円

減価償却費相
当額 

6,958

支払利息相当
額 

180

３ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 30,423千円

減価償却費相 
当額 

28,126 

支払利息相当 
額 

825 

  ４ 減価償却費相当額及び

利息相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。 

４ 減価償却費相当額及び

利息相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算

定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額及び

利息相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算

定方法 

同左 

    利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース

物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法に

ついては、利息法によっ

ております。 

  利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース

物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法に

ついては、利息法によっ

ております。 

  利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース

物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法に

ついては、利息法によっ

ております。 

  (注) 当中間会計期間におい

て、リース物件の所有権

が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイ

ナンス・リース取引のう

ち、事業に供していない

ものを除却処理し、リー

ス資産除却損52,946千円

(特別損失)を計上してお

ります。 

  (注) 当事業年度において、

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引のうち、

事業に供していないもの

を除却処理し、リース資

産除却損51,675千円(特

別損失)を計上しており

ます。 



(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当中間会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて、減損処理は行っておりません。なお、その他有価証

券で時価のあるものについては、時価が取得原価に比べて50％以上下落したもの、及び時価が取得原価に比べて30％以上

50％未満下落しているもののうち、過去１年間の決算日又は中間決算日における時価が同程度下落しているものについて減

損処理を行っております。 

  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

前中間会計期間末(平成16年９月30日)

取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 49,903 69,281 19,377

(2) その他 ― ― ―

合計 49,903 69,281 19,377

  

前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 103,000



(当中間会計期間) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当中間会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて、減損処理は行っておりません。なお、その他有価証

券で時価のあるものについては、時価が取得原価に比べて50％以上下落したもの、及び時価が取得原価に比べて30％以上

50％未満下落しているもののうち、過去１年間の決算日又は中間決算日における時価が同程度下落しているものについて減

損処理を行っております。 

  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日)

取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 249 441 191

(2) その他 － － －

合計 249 441 191

  

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

その他有価証券 

非上場株式 103,000



(前事業年度) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得原価に比べて50％以上下落したもの、及び時価が取得原価に比べ

て30％以上50％未満下落しているもののうち、過去１年間の決算日又は中間決算日における時価が同程度下落しているもの

について減損処理を行っております。 

  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

前事業年度末(平成17年３月31日)

取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 26,720 33,521 6,801

(2) その他 － － －

合計 26,720 33,521 6,801

  

前事業年度末
(平成17年３月31日) 

貸借対照表計上額
(千円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 103,000



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

金利スワップ取引及び金利キャップ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しておりま

す。 

  

当中間会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

（注）１.上記はヘッジ会計の要件を満たさなくなったため、ヘッジ会計を終了したものであります。 

２.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

（注）１.上記はヘッジ会計の要件を満たさなくなったため、ヘッジ会計を終了したものであります。 

２.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

関連会社株式については、取得価額の全額を減損処理しております。また、持分法を適用した場合の投資の金額

及び持分法を適用した場合の投資損益は零であります。 

  

当中間会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

関連会社株式については、取得価額の全額を減損処理しております。また、持分法を適用した場合の投資の金額

及び持分法を適用した場合の投資損益は零であります。 

  

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

関連会社株式については、取得価額の全額を減損処理しております。また、持分法を適用した場合の投資の金額

及び持分法を適用した場合の投資損益は零であります。 

  

対象物の種類 取引の種類 
契約金額 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

金利 キャップ取引 700,000 372 △1,727 

対象物の種類 取引の種類 
契約金額 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

金利 キャップ取引 700,000 1,591 △2,608 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 48円93銭 97円69銭 106円36銭 

１株当たり中間(当期)純損失 385円73銭 8円08銭 326円93銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益 

 潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額について

は、１株当たり中間純損失

が計上されているため記載

しておりません。 

 潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額について

は、１株当たり中間純損失

が計上されているため記載

しておりません。 

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失

が計上されているため記載

しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純損失(千円) 2,967,547 62,186 2,514,958

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純損失 
(千円) 

2,967,547 62,186 2,514,958

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,693 7,689 7,692

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要 

 新株予約権「１種
類」(新株予約権の数
85個)。これらの詳細
は、「第４提出会社の
状況 １ 株式等の状況
(2)新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。 

新株予約権「１種
類」(新株予約権の数
72個)。これらの詳細
は、「第４提出会社の
状況 １ 株式等の状況
(2)新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。 

新株予約権「１種
類」(新株予約権の数
76個)。これらの詳細
は、「第４提出会社の
状況 １ 株式等の状況
(2)新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。 



  

（重要な後発事象） 

  

  

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 当社は、平成16年11月26日に固定

資産の譲渡契約を締結しました。

１．譲渡の理由 

   財務体質の一層の健全化及び

将来コストの削減のため 

２．譲渡する相手の名称 

   野渡眞一 

３．譲渡資産の内容 

   物件  本社土地建物 

   所在地 神奈川県藤沢市 

４．譲渡時期 

   平成16年12月24日（予定） 

５．譲渡価額 

   550百万円 

６．当該事象の損益に与える影響額 

   当物件については、当中間会

計期間において、固定資産評価

損596百万円を計上済みであ

り、損益に与える追加の影響は

軽微であります。 

７．その他 

   当物件の売却後、譲渡人との

間で建物及び駐車場の賃貸契約

を締結し、建物及び駐車場の一

部について、引き続き使用しま

す。 

――――― ――――― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第35期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出 

            

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

  上記有価証券報告書の訂正報告書   
平成17年11月18日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

元旦ビューティ工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている元旦ビ

ューティ工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第35期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、元旦ビューティ工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成

16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は建設市況の低迷に伴う受注環境の悪化から、売上

高が減少傾向にあり、平成12年３月期より５期連続で当期純損失を計上している。また、当中間会計期間におい

ても、「固定資産の減損に係る会計基準」を早期適用したこと等により、2,967,547千円の中間純損失を計上して

いる。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当

該注記に記載されている。中間財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影

響を中間財務諸表には反映していない。 

２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

平成16年12月13日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行役員

  公認会計士  杉  本  茂  次  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行役員

  公認会計士  日  下  靖  規  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

元旦ビューティ工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている元旦ビ

ューティ工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第36期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、元旦ビューティ工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

平成17年12月12日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行役員

  公認会計士  杉  本  茂  次  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行役員

  公認会計士  日  下  靖  規  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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